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平成２８年度核燃料物質使用者等に対する立入検査結果について 

 

 

平成２９年４月１２日 

原 子 力 規 制 庁 

 

 

核燃料物質又は核原料物質の使用者のうち、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律（以下「法」という。）施行令第４１条各号に該当しない使用者及び

核原料物質使用者（以下「令第４１条非該当使用者等」という。）に対して、平成２８

年度から、原子炉等規制法第６８条第１項の規定に基づく計画的な立入検査を実施す

ることが、平成２８年４月の原子力規制委員会において了承された。 

平成２８年度の実施結果を「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律に基づく令第４１条非該当使用者等に対する立入検査の実施要領」（平成２８年４

月２７日 原子力規制委員会）に基づき、以下のとおり報告する。 

 

１．平成２８年度立入検査対象 

別紙のとおり 

 

２．検査の観点 

① 法第５６条の２（記録）に定める放射線管理等の記録の有無及び適切性 

② 法第５７条第１項（使用及び貯蔵の基準等）、第５７条の４（廃棄の基準）、

及び第５７条の５（運搬の基準）の技術上の基準に従って講じる保安のため

に必要な管理区域の標識等の掲示や線量当量率の測定等の状況 

③ 以前に使用状況調査が実施されている場合、この際の指摘に対する措置の状

況 

④ その他保安のために必要な事項 

  

３．検査結果 

（１）法第６２条の３（事故故障等の報告）に定める事象に該当するもの 

  なし 

 

（２）（１）以外で２．に違反するもの（軽微なものを除く） 

  なし 

 

４．まとめ 

平成２８年度の立入検査においては、「法第６２条の３に定めるもの」及び「違

反（軽微なものを除く）」に該当する事象は認められなかった。 

一方、直ちに安全上問題となる事項ではないものの、適切な保安管理の観点か

ら、改善を求める事項について、施設の管理者に対して文書で通知し、是正措置

の報告を求めた。当該措置の実施状況については今後の立入検査等において確認

する。 
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（別紙） 

 

平成２８年度立入検査対象 

 

【核燃料物質使用者】 

・国立大学法人東北大学 金属材料研究所 

・学校法人晴川学舎 奥羽大学歯学部附属病院 

・三菱マテリアル株式会社エネルギー事業センター 那珂エネルギー開発研究所 

・国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所（令第４１条非該

当施設） 

・岩崎電気株式会社 埼玉製作所 

・三菱マテリアル株式会社 さいたま総合事務所 

・住友化学株式会社 千葉工場 袖ケ浦地区 

・公益財団法人日本分析センター 本部 

・国立大学法人東京工業大学 先導原子力研究所 

・日本電気株式会社 府中事業場 

・国立大学法人東京工業大学 核燃料貯蔵管理室 

・昭和電工株式会社 川崎事業所（千鳥） 

・国立大学法人金沢大学 学際科学実験センター アイソトープ理工系研究施設 

・国立大学法人山梨大学 総合分析実験センター 

・株式会社ＵＡＣＪ 名古屋製造所 

・京都大学工学部放射実験室 

・三井化学株式会社 大阪工場 

・三津和化学薬品株式会社 

・独立行政法人造幣局研究所 

・キシダ化学株式会社 三田事業所 

・三菱電機株式会社 通信機製作所 

 

全２１事業所 

 

【核原料物質使用者】 

なし 
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（参考） 

 

適切な保安管理の観点から改善を求めた事項 

 

立入検査を行った事業所における核燃料物質等の使用や保管の状況を踏まえ、以

下の事項について適切な保安管理の観点から改善を求めた。 

 

①施設等に関するもの・・・１３件 

（主な事項） 

ア） 周辺監視区域境界において業務上立ち入る者以外の者の立ち入りを制限する

ためのさく又は標識を設置し、貯蔵施設や廃棄施設においては注意事項を掲

示すること。（使用規則※第３条、第３条の２、第４条）。 

イ） 放射性廃棄物を封入した保管廃棄容器には標識を付けること。 

（使用規則第４条） 

ウ） 使用施設として新たにフードを設置したり、貯蔵設備を戸棚から金属製の容

器に変更したりする等、設備の設置又は変更を行う場合には、使用変更許可

の手続きを行うこと。（法第５５条第１項） 

エ） 放射性廃棄物を容器に封入するときは、容器のふたが容易に外れないものと

すること。（使用規則第４条） 

オ） 使用済み排気フィルタは、容器に封入するか固型化し放射線障害防止の効果

をもった保管廃棄施設に保管廃棄すること。（使用規則第４条） 

 

②放射線管理に関するもの・・・７件 

（主な事項） 

ア） 周辺監視区域における線量当量率の測定においては、測定にあたり適切な

測定感度の放射線測定器を用いること。（使用規則第３条の２、第４条） 

イ） 核燃料物質の貯蔵のみを行う事業所であっても、放射線業務従事者につい

て人体等の表面の汚染状況の測定及び管理区域に立ち入っている間の外部

放射線に被ばくすることによる線量当量の測定を行うこと。 

（使用規則第３条の２） 

ウ） 管理区域からの退出時に汚染状況の測定を行うこと。（使用規則第３条） 

エ） 気体状の放射性廃棄物を連続して排気する際は、排気口又は排気監視設備

において連続して排気中の放射性物質の濃度を監視すること。 

（使用規則第４条） 

 

③放射線業務従事者に関するもの・・・２件 

（主な事項） 

ア）業務に従事する者について、核燃料物質の貯蔵のみを行っていることから、

管理区域に立入る頻度が少ない場合であっても放射線業務従事者として管理

すること。（使用規則第３条の２） 
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④記録に関するもの・・・８件 

（主な事項） 

ア）保安教育を実施後、その結果と記録を保存すること。 

（使用規則第２条の１１） 

イ）核燃料物質によって汚染された放射性廃棄物に係る記録について作成し、保

存すること。（使用規則第２条の１１） 

ウ）管理区域及び周辺監視区域の線量当量率並びに管理区域における空気中の放

射性物質の１月間についての平均濃度及び放射性物質によって汚染された物

の表面の放射性物質の密度を毎月記録すること。 

（使用規則第２条の１１） 

エ）排気に含まれる核燃料物質の使用量が非常に微量である場合であっても、排

気口の放射性物質の濃度を記録すること。（使用規則第２条の１１） 

 

⑤その他・・・３件 

（主な事項） 

ア）管理区域内で生じた廃棄物については、使用履歴、設置状況等から汚染がない

ことが明らかな場合を除いては放射性廃棄物として取扱うこと。（使用規則第

４条） 

 

※ 核燃料物質の使用等に関する規則（昭和３２年１２月９日総理府令第８４号） 

 


